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        公布された条例のあらまし         

 

◇地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

１ 条例の制定理由 

地方自治法の一部改正に伴い、関係する条例について所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 次の条例中引用する地方自治法の条項を改める。 

 ア 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例 

イ 鳥取県営企業の設置等に関する条例 

 ウ 鳥取県天神川流域下水道事業の設置等に関する条例 

 エ 職員等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

(２) 施行期日は、令和６年４月１日とする。 

 

◇職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 給与の種類を定めた規定中、災害派遣手当の定義について、所要の規定の整備を行う。 

(２) 災害派遣手当を支給する場合を定めた規定中引用する新型インフルエンザ等対策特別措置法の条項を改

める。 

(３) 施行期日は、公布の日とする。 

 

◇精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の２第３項に規定する任意入院者の症状等の報告に関する条

例の一部を改正する条例 

１ 条例の改正理由 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 条例の題名及び条例中引用する精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の条項を改める。 

(２) 施行期日は、令和６年４月１日とする。 
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条 例 

地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第40号 

   地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（鳥取県営病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 鳥取県営病院事業の設置等に関する条例（昭和39年鳥取県条例第12号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第34条において準用する地方自治法（昭和

22年法律第67号）第243条の２の８第８項の規定によ

り病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除

について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上である場合

とする。 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第８条 法第34条において準用する地方自治法（昭和

22年法律第67号）第243条の２の２第８項の規定によ

り病院事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除

について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上である場合

とする。 

  

（鳥取県営企業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 鳥取県営企業の設置等に関する条例（昭和41年鳥取県条例第37号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第11条 法第34条において準用する地方自治法（昭和

22年法律第67号）第243条の２の８第８項の規定によ

り県営企業の業務に従事する職員の賠償責任の免除

について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上である場合

とする。 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第11条 法第34条において準用する地方自治法（昭和

22年法律第67号）第243条の２の２第８項の規定によ

り県営企業の業務に従事する職員の賠償責任の免除

について議会の同意を得なければならない場合は、

当該賠償責任に係る賠償額が10万円以上である場合

とする。 

  

（鳥取県天神川流域下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 鳥取県天神川流域下水道事業の設置等に関する条例（昭和58年鳥取県条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法第243

条の２の８第８項の規定により流域下水道事業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の

同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に

 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第６条 法第34条において準用する地方自治法第243

条の２の２第８項の規定により流域下水道事業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の

同意を得なければならない場合は、当該賠償責任に
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係る賠償額が10万円以上である場合とする。 係る賠償額が10万円以上である場合とする。 

  

（職員等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第４条 職員等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年鳥取県条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67

号。以下「法」という。）第243条の２の７第１項の

規定に基づき、知事、法第138条の４第１項に規定

する委員会の委員及び委員並びに職員（法第243条

の２の８第３項の規定による賠償の命令の対象と

なる者を除く。以下「職員等」という。）の県に対

する損害を賠償する責任の一部を免責することに

関し必要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67

号。以下「法」という。）第243条の２第１項の規定

に基づき、知事、法第138条の４第１項に規定する

委員会の委員及び委員並びに職員（法第243条の２

の２第３項の規定による賠償の命令の対象となる

者を除く。以下「職員等」という。）の県に対する

損害を賠償する責任の一部を免責することに関し

必要な事項を定めるものとする。 

  

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第41号 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

職員の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に掲

げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時間

勤務職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員をいう。以下同じ。）

をいう。以下同じ。）にあっては、給料、管理職手当、

初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、

通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、へき地手

当（これに準ずる手当を含む。）、定時制通信教育手

当、特地勤務手当に準ずる手当、災害派遣手当（武

力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフルエン

ザ等対策派遣手当を含む。以下同じ。）、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、

管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、義務

教育等教員特別手当及び退職手当とし、地方公務員

法第22条の２第１項に規定する職員（以下「会計年

度任用職員」という。）にあっては、第16条の14の定

めるところによる。 

 

（給与の種類） 

第１条の２ この条例による給与は、職員（前条に掲

げる職員のうち常時勤務を要するもの及び短時間

勤務職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員をいう。以下同じ。）

をいう。以下同じ。）にあっては、給料、管理職手当、

初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、

通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、へき地手

当（これに準ずる手当を含む。）、定時制通信教育手

当、特地勤務手当に準ずる手当、災害派遣手当（武

力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエンザ等

緊急事態派遣手当を含む。以下同じ。)、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、

管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、義務

教育等教員特別手当及び退職手当とし、地方公務員

法第22条の２第１項に規定する職員（以下「会計年

度任用職員」という。）にあっては、第16条の14の定

めるところによる。 

（災害派遣手当） 

第11条の10 災害派遣手当は、災害対策基本法（昭和

36年法律第223号）第32条第１項、武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法律（平成

16年法律第112号）第154条（同法第183条において準

用する場合を含む。）、新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成24年法律第31号）第26条の８又は大

規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第

55号）第56条第１項に規定する職員が、住所又は居

所を離れて本県の区域に滞在することを要する場

合に支給する。 

２・３ 略 

 

（災害派遣手当） 

第11条の10 災害派遣手当は、災害対策基本法（昭和

36年法律第223号）第32条第１項、武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法律（平成

16年法律第112号）第154条（同法第183条において準

用する場合を含む。）、新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成24年法律第31号）第44条又は大規模

災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55

号）第56条第１項に規定する職員が、住所又は居所

を離れて本県の区域に滞在することを要する場合

に支給する。 

２・３ 略 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の２第３項に規定する任意入院者の症状等の報告に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県条例第42号 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の２第３項に規定する任意入院者の症状等の報告に関す

る条例の一部を改正する条例 

 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の２第３項に規定する任意入院者の症状等の報告に関する条

例（平成18年鳥取県条例第62号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

精神科病院に入院中の任意入院者の症状等の報

告に関する条例 

 

 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38

条の２第３項に規定する任意入院者の症状等の

報告に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」とい

う。）第38条の２第２項の規定に基づき、同項に規定

する任意入院者の症状等の報告に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」とい

う。）第38条の２第３項の規定に基づき、同項に規定

する任意入院者の症状等の報告に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（報告） 

第２条 法第38条の２第２項に規定する精神科病院の

管理者は、同項に規定する当該精神科病院に入院中

の任意入院者の症状その他厚生労働省令で定める事

項について、当該精神科病院の所在地を所管する保

健所長を経由して知事に報告しなければならない。 

 

（報告） 

第２条 法第38条の２第３項に規定する精神科病院の

管理者は、同項に規定する当該精神科病院に入院中

の任意入院者の症状その他厚生労働省令で定める事

項について、当該精神科病院の所在地を所管する保

健所長を経由して知事に報告しなければならない。 

 

（報告時期） 

第３条 前条の規定による報告は、精神科病院の管理

者が法第38条の２第２項に規定する精神科病院の管

理者に該当することとなった日の属する月の翌月を

初月とする同月以後の12月ごとの各月に行わなけれ

ばならない。 

（報告時期） 

第３条 前条の規定による報告は、精神科病院の管理

者が法第38条の２第３項に規定する精神科病院の管

理者に該当することとなった日の属する月の翌月を

初月とする同月以後の12月ごとの各月に行わなけれ

ばならない。 

  

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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訓 令 

鳥取県訓令第18号 

 職員の任免発令規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  令和５年９月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

職員の任免発令規程の一部を改正する訓令 

 

職員の任免発令規程（昭和39年鳥取県訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

別表（第４条関係） 別表（第４条関係） 

職員の任免の発令

の形式 

 職員の任免の発令

の形式 

 

第１ 一般職の職員（第２

及び第３に掲げる職員

を除く。）の場合 

 第１ 一般職の職員（第２

及び第３に掲げる職員

を除く。）の場合 

 

 １～41 略   １～41 略  

 41の２ 異動期間の延

長（職員の定年等に関

する条例第９条の規

定により異動期間を

延長する場合） 

異動期間を……年…

…月……日まで延長

する 

 

 

 

 

 

 

 

  

41の３ 異動期間の期

限繰上げ 

異動期間の期限を…

…年……月……日に

繰り上げる 

   

42～57 略 

第２～第５ 略 

 42～57 略 

第２～第５ 略 

 

  

附 則 

この訓令は、令和５年９月15日から施行する。 
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人 事 委 員 会 規 則 

 管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県人事委員会委員長 小  松  哲  也   

鳥取県人事委員会規則第40号 

管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 

 

 管理職手当に関する規則（昭和33年鳥取県人事委員会規則第22号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表第１（第２条関係） 

組織 職 区分 

 略   

教 育

委 員

会 事

務 局

及 び

教 育

機関 

 略 

教

育

機

関 

 略   

少 年

自 然

の家 

所長 ３種 

青 年

の家 

所長 ３種 

 略   

特 別

支 援

学校 

 略  

事 務

長（人

事 委

員 会

が 承

認 し

た も

の に

限 

る。） 

 略  

学級の

数が12

未満で

あり、

かつ、

分校又

は寄宿

舎を置

かない

学校の

事務長 

５種 

中 学

校 

校長 ５種 

教頭 ７種 

 略 
 

 

別表第１（第２条関係） 

組織 職 区分 

 略   

教 育

委 員

会 事

務 局

及 び

教 育

機関 

 略 

教

育

機

関 

 略   

青 年

の家 

所長 ３種 

少 年

自 然

の家 

所長 ３種 

 略   

特 別

支 援

学校 

 略  

事 務

長（人

事 委

員 会

が 承

認 し

た も

の に

限 

る。） 

 略  

学級の

数が12

未満で

あり、

かつ、

分校又

は寄宿

舎を置

かない

学校の

事務長 

５種 

 略 
 

  

附 則 

 この規則は、令和５年10月１日から施行する。ただし、別表第１青年の家の項及び少年自然の家の項の改正規定

は、公布の日から施行する。 
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 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県人事委員会委員長 小  松  哲  也   

鳥取県人事委員会規則第41号 

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 

管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第30号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

別表（第２条、第３条関係） 

機関 職員 

 略 

教

育

委

員

会

の

事

務

部

局

等 

 略 

教 育

機関 

 略 

少年自然の家 所長 

青年の家 所長 

 略 

特別支援学校 校長 副校長 教頭 

 部主事 事務長 

中学校 校長 教頭 事務長 

 略  

備考 略 

 

別表（第２条、第３条関係） 

機関 職員 

 略 

教

育

委

員

会

の

事

務

部

局

等 

  略 

教 育

機関 

 略 

青年の家 所長 

少年自然の家 所長 

 略 

特別支援学校 校長 副校長 教頭 

 部主事 事務長 

  

 略 

備考 略 

  

附 則 

 この規則は、令和５年10月１日から施行する。ただし、別表青年の家の項及び少年自然の家の項の改正規定は、

公布の日から施行する。 
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職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和５年９月15日 

鳥取県人事委員会委員長 小  松  哲  也   

鳥取県人事委員会規則第42号 

職員の職務の級の分類に関する規則の一部を改正する規則 

 

 職員の職務の級の分類に関する規則（平成18年鳥取県人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

別表第１ 行政職給料表級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

略 

教育委

員会事

務局及

び教育

機関 

略 

教 育

機関 

略

少年自然の家 次長 次長 所長

青年の家 次長 次長 所長

略 

特別支援学校 学校

栄養

職員 

介助

職員 

学校

栄養

職員 

介助

職員 

事務

次長 

学校

栄養

主任 

司書

主任 

事務長

事務次

長 

事務長

事務次

長 

事務

長 

中学校 事務長 事務長

略 

略 

 備考 略 

 

別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 特２級 ３級 ４級

教育機

関及び

教育委

員会事

務局 

教育機関 略 

少年自然の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

青年の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

略 

略 

備考 略 

 

別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 特２級 ３級 ４級

略 

教育機

関及び

教育委

員会事

務局 

教育機関 略 

少年自然の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

青年の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

中学校 助教諭 教諭 主幹教諭 教頭 校長

別表第１ 行政職給料表級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

略 

教育委

員会事

務局及

び教育

機関 

略 

教 育

機関 

略

青年の家 次長 次長 所長

少年自然の家 次長 次長 所長

略

特別支援学校 学校

栄養

職員 

介助

職員 

学校

栄養

職員 

介助

職員 

事務

次長 

学校

栄養

主任 

司書

主任 

事務長

事務次

長 

事務長

事務次

長 

事務

長 

略 

略 

 備考 略 

 

別表第３ 教育職給料表(１)級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 特２級 ３級 ４級

教育機

関及び

教育委

員会事

務局 

教育機関 略 

青年の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

少年自然の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

略 

略 

備考 略 

 

別表第４ 教育職給料表(２)級別職務分類表（第２条関係） 

職務の級

組織 
１級 ２級 特２級 ３級 ４級

略 

教育機

関及び

教育委

員会事

務局 

教育機関 略 

青年の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長

少年自然の家 係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長 

指導主事 

社会教育

主事 

専門指導

員 

係長
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養護助教

諭 

講師 

養護教諭

講師 

略 

略 

備考 略 

 

略 

略 

備考 略 

   附 則 

 この規則は、令和５年10月１日から施行する。ただし、別表第１青年の家の項及び少年自然の家の項の改正規

定、別表第３の改正規定並びに別表第４の改正規定（中学校の項を加える部分を除く。）は、公布の日から施行

する。 


